様式第1号
（商工会議所、商工会等記入欄）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　№　　　　　　　
	  下記事業者を推薦します。
   　    年　　 月    日
                                          団  体  名
                                          経営支援員                        


（申請者記入欄）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    年    月    日
財団法人京都産業２１　理事長  様
所　　 在 　　地
事業者（団体）名　
代表者（職・氏名）                       
小規模企業等下支え緊急支援事業費補助金交付申請書
小規模企業等下支え緊急支援事業補助金交付要領に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。
記
１　交付申請額   　  　　　　　 金  　                円
　※補助対象経費（消費税抜き）が上限額（事業者１０万円、商店街団体２０万円）未満の場合は、千円未満は切捨て
２ 取組（事業）実施（予定）期間
　　平成　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日
  ３ 取組（事業）のタイトル・テーマ（３０字以内に）
	


  ４ 補助対象取組（事業）の内容  ※欄内に書き切れない場合は別紙に記入ください。
	＜取組（事業）の内容・目的＞
＜取組（事業）のスケジュール＞
                                                              　　      　（裏面につづく）


	＜特に工夫を凝らしたところ＞
＜取組（事業）によって見込まれる効果＞


　５ 事業経費（消費税を抜いた額を換算し記入すること。）
	補助対象経費
	                   　　　　　　　　円
	注）交付決定日以降に請求・支払い行為をしたものが対象。（事前着手された事業についても交付決定日以降の精算払い分が対象）


	 補助対象経費内訳
  （チラシ等の印刷経費、新聞折込・ホームページ作成に係る経費、新聞・広報誌等掲載に係る経費、のぼり旗等の作成経費、サンプル製品の作成に係る経費（原材料、工具、機器の購入又は借用経費）、事業実施会場の使用料（事業の事前打合会を含む）、備品のリース・レンタル及び購入経費、事務所などの修繕経費、雑役経費（アルバイト代金を含む）、消耗品費、その他必要と認めるもの
）
	


  ６ 事業者の概要（申請者が商店街団体の場合は記入不要）  
	 業　　　種
	           　　　　　　  業

	 従業員数
	 　                 人
  ※製造業等の場合は概ね２０人以下
  ※商業・サービス業は従業員概ね５人以下の方が対象

	 創　　　業
	             年　　　　  月　　　　   日


  ７ 商店街団体の概要（申請者が商店街団体の場合に記入）※組合の定款又は規約を添付のこと
	 設　　 立
	             年　　　　  月　　　　   日

	 組合員
 数等
	  ※団体の組合員数又は会員数等を記入してください。
なお、事業実行委員会形式で、実施する場合には、構成団体の名称及びそれぞれ
の組合員数を記入してください。


  ８ 連絡先
	 職・氏名                                        電  話
ﾌｧｯｸｽ

	

	E-mail


様式第２号（第６条関係）
年    月    日
　財団法人京都産業２１　理事長　様
所　　　在　　　地
事業者（団体）名
代表者（職・氏名）                       印
小規模企業等下支え緊急支援事業補助金事前着手届
　  小規模企業等下支え緊急支援事業補助金について交付決定前に着手します（着手しました）ので、届け出ます。
　　　なお、本件について交付決定がなされなかった場合、又は交付決定を受けた補助金が交　付申請額に達しない場合において異議は申し立てません。
記
１　事業名　　　　　　小規模企業等下支え緊急支援事業
２　着手（予定）年月日
